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貸 借 対 照 表 

（2014 年 3 月 31 日） 

       （単位：円）  

資産の部         

Ⅰ 固定資産         

１ 有形固定資産         

  土地   6,025,082,000      

      建物 3,653,440,975        

       減価償却累計額 △1,027,761,496  2,625,679,479      

      構築物 99,524,238        

       減価償却累計額 △53,372,657  46,151,581      

      工具器具備品 273,974,959        

       減価償却累計額 △201,627,085  72,347,874      

      図書   1,446,280,994      

      美術品・収蔵品   6,502,005      

      建設仮勘定   5,452,460      

      有形固定資産合計   10,227,496,393      

         

２ 無形固定資産         

        ソフトウェア   7,935,809      

      電話加入権   64,000      

      無形固定資産合計   7,999,809      

         

  ３ 投資その他の資産         

      長期貸付金 2,794,500        

       貸倒引当金 △106,625  2,687,875      

      投資その他の資産合計   2,687,875      

       固定資産合計     10,238,184,077    

         

Ⅱ 流動資産         

     現金及び預金   1,139,805,872      

     その他未収入金   4,491,545      

     前渡金   420      

     前払費用   11,481,034      

     未収収益   851,835      

        流動資産合計     1,156,630,706    

        資産合計       11,394,814,783  
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負債の部         

Ⅰ 固定負債         

     資産見返負債         

      資産見返運営費交付金等 841,832,486        

      資産見返補助金等 4,837,917        

      資産見返寄附金 79,386,212        

      資産見返物品受贈額 1,266,864,775  2,192,921,390      

     長期寄附金債務   61,199,303      

     長期リース債務   5,558,602      

       固定負債合計     2,259,679,295    

         

 Ⅱ 流動負債         

     運営費交付金債務   22,565,506      

     寄附金債務   50,239,410      

     未払金   290,148,296      

     リース債務   10,148,366      

     前受金   1,567,200      

     預り金   11,930,598      

     預り科学研究費補助金等   6,061,712      

     賞与引当金   15,301,745      

       流動負債合計     407,962,833    

       負債合計       2,667,642,128  

         

         

純資産の部         

 Ⅰ 資本金         

     地方公共団体出資金   8,813,900,000      

       資本金計     8,813,900,000    

 Ⅱ 資本剰余金         

     資本剰余金   6,637,005      

     損益外減価償却累計額   △795,742,353      

       資本剰余金合計     △789,105,348    

 Ⅲ 利益剰余金         

     前中期目標期間繰越積立金   598,158,476      

     当期未処分利益   104,219,527      

     （うち当期総利益    104,219,527 ）    

       利益剰余金合計     702,378,003    

     純資産合計       8,727,172,655  

       負債純資産合計       11,394,814,783  
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損 益 計 算 書 

（2013 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月 31 日） 

       （単位：円） 

経常費用        

業務費        

教育経費   249,191,905     

研究経費   85,892,493     

教育研究支援経費   99,914,247     

受託事業費   248,004     

役員人件費   61,122,278     

教員人件費        

常勤教員 1,010,639,897       

非常勤教員 150,890,473  1,161,530,370     

職員人件費        

常勤職員 352,392,531       

非常勤職員 68,042,681  420,435,212  2,078,334,509   

一般管理費     199,088,044   

財務費用        

 支払利息   564,051     

経常費用合計       2,277,986,604 

        

経常収益        

運営費交付金収益     1,115,102,031   

授業料収益     910,999,511   

入学金収益     182,742,300   

検定料収益     33,525,000   

受託事業等収益        

国又は地方公共団体からの受託事業等収益     400,000   

寄附金収益     14,405,929   

資産見返負債戻入        

資産見返運営費交付金等戻入   69,835,205     

資産見返補助金等戻入   383,796     

資産見返寄附金戻入   3,344,528     

資産見返物品受贈額戻入   10,465,015  84,028,544   

財務収益        

受取利息   3,039,411     

その他財務収益   17,849  3,057,260   

雑益        

財産貸付料収入   13,742,635     

講習料収入   2,039,800     

研究関連収入   12,453,000     

その他   9,660,871  37,896,306   

経常収益合計       2,382,156,881 

経常利益       104,170,277 

        

臨時損失        

 固定資産除却損       71,000 

        

臨時利益        

貸倒引当金戻入益       120,250 

        

当期純利益       104,219,527 

当期総利益       104,219,527 
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キャッシュ・フロー計算書 

（2013 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月 31 日） 

（単位：円） 

Ⅰ  業務活動によるキャッシュ・フロー     

     原材料、商品又はサービスの購入による支出   △273,852,779  

     人件費支出   △1,779,113,589  

     その他の業務支出   △181,357,900  

     運営費交付金収入   1,162,905,000  

     授業料収入   917,749,650  

     入学金収入   183,165,300  

     検定料収入    33,525,000  

     受託事業等収入   400,000  

     寄附金収入   33,837,696  

     その他収入   38,627,632  

     預り金等の増減   △909,976  

         小  計   134,976,034  

     設立団体納付金の支払額   △33,639,098  

   業務活動によるキャッシュ・フロー   101,336,936  

     

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー     

     有形固定資産の取得による支出   △66,552,109  

     長期貸付金の返済による収入   1,248,200  

     定期預金の預入による支出   △2,100,000,000  

     定期預金の払戻による収入   2,150,000,000  

         小  計   △15,303,909  

     利息及び配当金の受取額   2,804,109  

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △12,499,800  

     

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー     

     リース債務の返済による支出   △17,297,221  

         小  計   △17,297,221  

     利息の支払額   △601,199  

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △17,898,420  

     

Ⅳ  資金増減額   70,938,716  

Ⅴ  資金期首残高   68,867,156  

Ⅵ  資金期末残高   139,805,872  
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利益の処分に関する書類 

 

 

 

 

（単位：円） 

 

 

Ⅰ 当期未処分利益    104,219,527 

当期総利益  104,219,527   

     

Ⅱ 利益処分額     

   地方独立行政法人法第 40 条第 3項により設立団体の長の 

承認を受けた額 
    

     教育研究の質の向上及び組織運営の改善目的積立金  104,219,527  104,219,527 
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行政サービス実施コスト計算書 

（2013 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月 31 日） 

（単位：円） 

Ⅰ 業務費用       

   （１）損益計算書上の費用       

     業務費 2,078,334,509      

     一般管理費 199,088,044      

     財務費用 564,051      

          臨時損失 71,000  2,278,057,604    

       

   （２）（控除）自己収入等       

       授業料収益 △910,999,511      

     入学金収益 △182,742,300      

     検定料収益 △33,525,000      

     受託事業等収益 △400,000      

     寄附金収益 △14,405,929      

     財務収益 △3,057,260      

     雑益 △25,443,306      

     資産見返運営費交付金等戻入 △19,842,810      

     資産見返寄附金戻入 △3,344,528      

     臨時利益 △120,250  △1,193,880,894    

    業務費用合計     1,084,176,710  

       

Ⅱ 損益外減価償却相当額     111,661,908  

       

Ⅲ 引当外賞与増加見積額     △2,068,963  

       

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額     △48,944,801  

       

Ⅴ 機会費用       

   地方公共団体出資の機会費用   51,716,004  51,716,004  

       

Ⅵ 行政サービス実施コスト     1,196,540,858  
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注 記 事 項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

   
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

   期間進行基準を採用しています。 

   なお、退職一時金については、費用進行基準を採用しています。 

 

 

２．減価償却の会計処理方法 

 （１）有形固定資産 

   定額法を採用しています。 

    耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。 

    主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

     建物       ６年～４７年 

     構築物      ２年～３０年 

     工具器具備品   ３年～ ８年 

    また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８５）の減価償却相当額については、損益外減価償却

累計額として資本剰余金から控除しています。 

（２）無形固定資産 

   定額法を採用しています。 

    なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて償却してい

ます。 

 

 

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされないものについては、教職員に支給する賞与に備えるため、

支給見込額を計上しています。なお、賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされるものについては、賞

与に係る引当金は計上していません。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末における引当外賞与見積

額から、前事業年度末における引当外賞与見積額を控除して計算しています。 

 

  

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   退職一時金については運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上していませ

ん。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第８

７第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。 

  

 

５．貸倒引当金の計上基準 

   債権の貸倒による損失に備えるため、回収遅延の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しています。 

 

 

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 （１）地方自治体出資の機会費用の計算に使用した利率 

   ２０１４年３月末における１０年利付国債の利回りを参考に０．６４０％で計算しています。 

 

 

７．リース取引の会計処理 

   リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

 

 

８．消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

 

 

 



8 

９．金融商品に関する注記 

 （１）金融商品の状況に関する事項 

   当法人は、資金運用については地方独立行政法人法第 43 条に基づく安全な運用に限定しており、2013 年度

期末は預金のみで行っております。また資金調達については地方独立行政法人法第 41 条の借入金等に限定し

ていますが、2013 年度期末において該当はありません。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

   期末日における主な金融商品の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：円） 

区 分 貸借対照表計上額（＊１） 時 価（＊１） 差 額（＊１） 

（１）現金及び預金 

（２）未払金 

1,139,805,872 

（290,148,296） 

1,139,805,872 

（290,148,296） 

― 

― 

（＊１）負債に計上されているものは、（ ）で示しています。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金、（２）未払金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。 

 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

       運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額は、831,113,100 円、運営費交付金から充当されるべき賞与見積

額は、77,276,324 円です。 

 

 

Ⅲ 損益計算書関係 

   経常損益においてファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△49,203 円であり、当該影響額を除いた当

期総利益は 104,268,730 円です。 

 

 

Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 

１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳   

 現金及び預金 1,139,805,872 円  

 定期預金 △1,000,000,000 円  

      資金期末残高 139,805,872 円  

    

２ 重要な非資金取引   

  寄附受による資産の増加 2,979,486 円  

 

 

Ⅴ 行政サービス実施コスト計算書関係 

１ 資産見返運営費交付金等戻入△19,842,810 円は、授業料を財源として取得した資産に伴うものです。 

２ 引当外退職給付増加見積額には、神戸市からの派遣職員に係る引当外退職給付増加見積額△24,264,453 円が含まれ

ています。 

３ 機会費用はすべて設立団体にかかるものです。 

 

 

Ⅵ 減損会計の適用について 

 減損の兆候が認められた固定資産 

 １．電話加入権 

 （１）用途（通信設備）、種類（電話加入権）、帳簿価額（4,000 円）、数量（16回線）、総額（64,000 円） 

 （２）減損の兆候の概要（固定資産の市場価格が著しく下落しております。） 

 （３）正味売却価額（2,000 円）は帳簿価額から 50％以上下落しておりますが、使用価値相当額（ＮＴＴの公定価

格 37,800 円）が帳簿価額（4,000 円）を上回るため、減損の認識は行ないませんでした。 
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Ⅶ 重要な債務負担行為 

   該当事項はありません。 

 

Ⅷ 重要な後発事象 

   該当事項はありません。 
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附 属 明 細 書   
（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８５ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第８８ 資産除去債務に係る特定の除

去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細 

 

        （単位：円） 

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

減価償却累計額 減損損失累計額 
差引当期末 

残高 
摘要 

 当期償却額  
当期 

損益内 

当期 

損益外 

有形固定資産 

（特定償却資

産） 

建物 2,788,818,000 － － 2,788,818,000 795,742,353 111,661,908 － － － 1,993,075,647  

計 2,788,818,000 － － 2,788,818,000 795,742,353 111,661,908 － － － 1,993,075,647  

有形固定資産 

（特定償却資

産以外） 

建物 829,767,092 34,855,883 － 864,622,975 232,019,143 48,771,513 － － － 632,603,832  

構築物 99,524,238 － － 99,524,238 53,372,657 5,333,739 － － － 46,151,581  

工具器具備品 256,291,915 24,923,040 7,239,996 273,974,959 201,627,085 38,259,366 － － － 72,347,874  

図書 1,431,159,100 22,061,290 6,939,396 1,446,280,994 － － － － － 1,446,280,994  

計 2,616,742,345 81,840,213 14,179,392 2,684,403,166 487,018,885 92,364,618 － － － 2,197,384,281  

非償却資産 
土地 6,025,082,000 － － 6,025,082,000 － － － － － 6,025,082,000  

美術品・収蔵品 6,565,005 － 63,000 6,502,005 － － － － － 6,502,005  

建設仮勘定 － 5,452,460 － 5,452,460 － － － － － 5,452,460  

計 6,031,647,005 5,452,460 63,000 6,037,036,465 － － － － － 6,037,036,465  

有形固定資産

の合計 
土地 6,025,082,000 － － 6,025,082,000 － － － － － 6,025,082,000  

建物 3,618,585,092 34,855,883 － 3,653,440,975 1,027,761,496 160,433,421 － － － 2,625,679,479  

構築物 99,524,238 － － 99,524,238 53,372,657 5,333,739 － － － 46,151,581  

工具器具備品 256,291,915 24,923,040 7,239,996 273,974,959 201,627,085 38,259,366 － － － 72,347,874  

図書 1,431,159,100 22,061,290 6,939,396 1,446,280,994 － － － － － 1,446,280,994  

美術品・収蔵品 6,565,005 － 63,000 6,502,005 － － － － － 6,502,005  

建設仮勘定 － 5,452,460 － 5,452,460 － － － － － 5,452,460  

計 11,437,207,350 87,292,673 14,242,392 11,510,257,631 1,282,761,238 204,026,526 － － － 10,227,496,393  

無形固定資産 
ソフトウェア 13,121,761 － 2,581,250 10,540,511 2,604,702 2,108,102 － － － 7,935,809  

電話加入権 72,000 － 8,000 64,000 － － － － － 64,000  

計 13,193,761 － 2,589,250 10,604,511 2,604,702 2,108,102 － － － 7,999,809  

投資その他の

資産 
長期貸付金 4,042,700 － 1,248,200 2,794,500 － － － － － 2,794,500  

貸倒引当金 △226,875 － △120,250 △106,625 － － － － － △106,625  

長期未収入金 2,478,819 － 2,478,819 － － － － － － －  

計 6,294,644 － 3,606,769 2,687,875 － － － － － 2,687,875  
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（２）たな卸資産の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（３）有価証券の明細 

（３）－１ 流動資産として計上した有価証券 

        該当事項はありません。 

     

（３）－２ 投資その他の資産として計上した有価証券 

        該当事項はありません。 

     

 

（４）長期貸付金の明細 

    （単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 摘 要 
回収額 償却額 

育英会奨学金 4,042,700 － 1,248,200 － 2,794,500  

    

 

（５）長期借入金の明細 

  該当事項はありません。 

 

 

（６）引当金の明細 

（６）－１ 引当金の明細 

    （単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 摘 要 
 目的使用 その他 

賞与引当金 16,304,861 15,301,745 16,304,861 － 15,301,745  

 

（６）－２ 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

    （単位：円） 

区 分 
貸付金の残高 貸倒引当金の残高 

摘 要 
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高 

育英会奨学金 4,042,700 △1,248,200 2,794,500 226,875 △120,250 106,625  

   （注）債権の貸倒に備えるため、回収遅延の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

います。 

 

（６）－３ 退職給付引当金の明細 

 該当事項はありません。 

 

 

（７）資産除去債務の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（８）保証債務の明細 

該当事項はありません。 
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（９）資本金及び資本剰余金の明細 

（単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 

資本金 
地方公共団体出資金 8,813,900,000 － － 8,813,900,000  

計 8,813,900,000 － － 8,813,900,000  

資本剰余金 

無償譲与 6,637,005 － － 6,637,005  

計 6,637,005 － － 6,637,005  

損益外減価償却累計額 △684,080,445 △111,661,908 － △795,742,353  

差引計 △677,443,440 △111,661,908 － △789,105,348  

  

 

（１０）積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 

（１０）－１ 積立金の明細 

（単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要 

積立金 － 631,797,574 631,797,574 －  

教育研究の質の向上及び 

組織運営の改善目的積立金 
537,258,983 － 537,258,983 －  

前中期目標期間繰越積立金 － 598,158,476 － 598,158,476  

（注）前中期目標期間の最終年度の未処分利益 94,538,591 円と目的積立金の使用残額 537,258,983 円を合わせると、積

立金は 631,797,574 円となります。この積立金 631,797,574 円のうち、今中期目標期間への繰越の承認を受けた額

は、598,158,476 円であり、差し引き 33,639,098 円については神戸市に納付しました。 

 

（１０）－２ 目的積立金取崩しの明細 

（単位：円） 

区 分 金 額 摘 要 

その他 

教育研究の質の向上及び 

組織運営の改善目的積立金 
537,258,983 第１期中期目標期間終了後の積立金への振替 

     計 537,258,983  

（注）上記以外に、目的積立金を財源として支出した額が 5,452,460 ありますが、建設仮勘定として整理しているため

取崩額に含まれておりません。 

 

 

（１１）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

（１１）－１ 運営費交付金債務 

                  （単位：円） 

交付年度 期首残高 
交付金 

当期交付額 

当期振替額 

期末残高 
運営費交付金

収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定

見返運営費

交付金 

資本 

剰余金 
小 計 

2013年度 － 1,162,905,000 1,115,102,031 25,237,463 － － 1,140,339,494 22,565,506 

合計 － 1,162,905,000 1，115,102,031 25,237,463 － － 1,140,339,494 22,565,506 
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（１１）－２ 運営費交付金収益 

（単位：円） 

区   分 
2013 年度 

交 付 分 
合  計 

期間進行基準 1,029,306,537 1,029,306,537 

費用進行基準 85,795,494 85,795,494 

合  計 1,115,102,031 1,115,102,031 

 

 

（１２）地方公共団体等からの財源措置の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（１３）役員及び教職員の給与の明細 

（単位：円、人） 

区 分 
報酬又は給与 退職給付 

支給額 支給人員 支給額 支給人員 

役 員 

常 勤 52,624,796 ４ － － 

非常勤 122,640 １ － － 

計 52,747,436 ５ － － 

教職員 

常 勤 1,050,272,207 １２８ 85,795,494 ５ 

非常勤 207,816,542 １７９ － － 

計 1,258,088,749 ３０７ 85,795,494 ５ 

合 計 

常 勤 1,102,897,003 １３２ 85,795,494 ５ 

非常勤 207,939,182 １８０ － － 

計 1,310,836,185 ３１２ 85,795,494 ５ 

 

 （注１）役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要 

     「公立大学法人神戸市外国語大学役員報酬規程」及び「公立大学法人神戸市外国語大学役員退職手当規程」に

基づき支給しています。 

 （注２）教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要 

     「公立大学法人神戸市外国語大学職員給与規程」、「公立大学法人神戸市外国語大学契約職員就業規則」、「公立

大学法人神戸市外国語大学非常勤講師就業規則」、「公立大学法人神戸市外国語大学パート職員就業規則」及び

「公立大学法人神戸市外国語大学職員退職手当規程」に基づき支給しています。 

（注３）支給人員については、平均支給人員で記載しています。 

 （注４）支給額には、法定福利費、退職給付引当金繰入額、賞与引当金繰入金及び神戸市からの派遣職員に係る退職給

付負担金拠出額は含めていません。 

 

 

（１４）開示すべきセグメント情報 

  単一の事業活動を営んでいるため、記載は省略しています。 
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（１５）業務費及び一般管理費の明細 

（単位：円） 

教育経費       

  消耗品費   6,385,990    

  備品費   1,891,018    

  印刷製本費   3,975,005    

   水道光熱費   21,018,285    

旅費交通費   790,005    

通信運搬費   1,923,160    

賃借料   7,780,295    

福利厚生費   2,180,000    

保守管理委託費   6,460,086    

修繕費   69,005,397    

 損害保険料   447,019    

広告宣伝費   1,880,698    

行事費   1,197,000    

諸会費   571,020    

会議費   29,080    

報酬・委託・手数料   25,714,945    

奨学費   48,718,308    

減価償却費   44,590,750    

雑費   4,633,844  249,191,905  

研究経費       

消耗品費   5,817,179    

備品費   10,726,692    

印刷製本費   1,349,207    

   水道光熱費   7,244,141    

旅費交通費   19,677,670    

通信運搬費   293,725    

修繕費   31,361,907    

諸会費   1,024,000    

報酬・委託・手数料   435,284    

減価償却費   7,889,408    

雑費   73,280  85,892,493  

教育研究支援経費       

消耗品費   17,553,959    

備品費   6,339,256    

印刷製本費   58,800    

図書費   6,939,396    

   水道光熱費   6,167,563    

通信運搬費   17,765    

修繕費   16,240,484    

諸会費   123,000    

会議費   14,500    

報酬・委託・手数料   13,530,414    

減価償却費   13,178,836    

雑費   19,750,274  99,914,247  

受託事業費     248,004  

役員人件費       

報酬   52,747,436    

法定福利費   8,374,842  61,122,278  

教員人件費       

 常勤教員人件費       

給料 586,797,435      
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賞与 183,944,647      

退職給付費用 85,369,841      

法定福利費 154,527,974  1,010,639,897    

 非常勤教員人件費       

給料 146,471,489      

賞与 1,141,950      

法定福利費 3,277,034  150,890,473  1,161,530,370  

職員人件費       

 常勤職員人件費       

給料 231,879,634      

賞与 47,650,491      

賞与引当金繰入額 15,301,745      

退職給付費用 14,167,959      

法定福利費 43,392,702  352,392,531    

 非常勤職員人件費       

賃金 52,088,725      

賞与 8,114,378      

法定福利費 7,839,578  68,042,681  420,435,212  

一般管理費       

 消耗品費   9,739,488    

 備品費   5,881,848    

 印刷製本費   5,310,929    

 水道光熱費   6,199,410    

 旅費交通費   6,704,155    

 通信運搬費   5,321,087    

 賃借料   3,877,020    

 福利厚生費   617,223    

 保守管理委託費   2,942,100    

 修繕費   10,033,848    

 損害保険料   1,220,575    

 広告宣伝費   403,678    

 交際費   149,677    

 諸会費   1,601,850    

 会議費   202,000    

 報酬・委託・手数料   106,703,225    

 租税公課   592,500    

 減価償却費   28,813,726    

 雑費   2,773,705  199,088,044  
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（１６）寄附金の明細 

（単位：円） 

当期受入額 件  数 摘  要 

36,817,182 1,039 うち現物寄付 6,772,182 円、1,035 件 

 

 

（１７）受託研究の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（１８）共同研究の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（１９）受託事業等の明細 

 （単位：円） 

期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高 

－ 400,000 400,000 － 

 

 

（２０）科学研究費補助金等の明細 

（単位：円） 

種   目 当期受入 件  数 摘  要 

基盤研究Ａ 
（10,330,000） 

3,099,000   
4  

基盤研究Ｂ 
（6,410,000） 

1,923,000   
12  

基盤研究Ｃ 
（15,745,000） 

4,723,500   
26  

挑戦的萌芽研究 
（ 725,000） 

217,500   
2  

若手研究Ｂ 
（7,200,000） 

2,160,000   
9  

研究活動スタート支援 
（1,100,000） 

330,000   
1  

特別研究員奨励費 
（1,600,000） 

－ 
2  

合  計 
（43,110,000） 

12,453,000   
56  

（注）当期受入は間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として括弧内に記載しております。 
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（２１）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 

（２１）－1 現金及び預金の明細 

                                                 （単位：円） 

区    分 期末残高 備  考 

現金 31,200  

普通預金 139,014,104  

郵便振替口座 760,568  

定期預金 1,000,000,000  

計 1,139,805,872  

 

 

（２１）－２ 資産見返物品受贈額の明細 

                                                 （単位：円） 

区    分 期末残高 備  考 

構築物 13,630,437  

工具器具備品 2  

図書 1,253,234,336  

計 1,266,864,775  

 

 

 

 

 


